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2006年11月16日《No.20》
１６日午後、衆院本会議で
教育基本法改悪法案を与党が可決！
「慎重審議」を求める国民世論に背をむける暴挙
　１１月１６日午後、教育基本法改悪法案が衆院本会議で採決され、与党の賛成多数で可決、参院へ送付されました。民主、共産、社民、国民新の野党４党は、１５日の衆院教育基本法特別委員会で野党欠席のまま与党が単独で採決したことに抗議し、本会議採決も欠席していました。
与党は、会期末となる１２月１５日までの成立に向け、今月１７日の参院本会議で、改悪法案を審議する特別委員会設置の議決と、趣旨説明や質疑を行い、審議入りを目指しています。
野党４党は本会議散会後、「共同緊急抗議集会」を開き、その後、午後４時３０分から東京・有楽町「マリオン」前で野党４党による街頭宣伝を、各党の幹事長・書記局長を弁士として行うなど、国民世論を喚起し、この改悪案の成立を許さない構えです。
今後、野党４党は、一部の委員会での参考人質疑を除くすべての国会審議を拒否するなど、断固とした態度でのぞむとしています。  
（全教・ホームページより転載）
首相がまた「集団的自衛権」発言
具体的に、米標的ミサイル迎撃も
安倍首相は14日、米紙ワシントン・ポストのインタビューで、改めて憲法改悪に言及し、「自分の任期は１期３年で２期までしか務められない。その期間を通じて政治スケジュールに乗せ、改正をめざしていきたい」、憲法９条については「当然、自民党としては書き換えるべきだとの立場だ」と述べました。

同時に、「９条解釈の問題については、個別具体的な例に即して憲法が禁じている集団的自衛権にあたるのか、海外での武力行使にあたるのかを研究する必要がある」とし、その具体的な例として、①海外での国連平和維持活動（ＰＫＯ）中に一緒に作業する外国部隊が攻撃された際の救出活動、②米国に向かうかもしれない弾道ミサイルのＢＭＤ（弾道防衛ミサイル防衛システム）による迎撃、をあげました。

　　　（「憲法しんぶん速報版11月16日号」11月15日「産経」より転載）

▼情勢や、憲法、教育基本法改悪反対の運動について知りたい方は
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　国公労新聞１１月１０日号１面に「教育基本法改悪法案の廃案めざし全力」を掲載
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意見広告カンパのとりくみ
退職者からも続々とカンパ！
全司法　退職者の会に協力要請 
【全司法発】全司法は、意見広告カンパの目標達成をはかるため退職者の会に協力を呼びかけました。
９月１１日、裁退連（全国裁判所退職者の会連合会）と懇談し、「９条改憲反対新聞意見広告カンパ」についての協力要請を行いました。裁退連では、早速本部からの要請書を付けた指示文を全国の各会に発出しました。また、去る１０月２３日、裁退連第25回総会において、石橋委員長が連帯のあいさつの中で意見広告カンパの訴えを行いました。各支部でも対応する各県の会に要請を行っています。

全国の各会では、全司法の要請を積極的に受けとめ、ほとんどの会で取り組みを具体化しています。会によっては「会員が１００人以上いる会ではカンパのお知らせの郵送料だけで２万円かかり、それをカンパ金として出した方が合理的ではないか」など、会員への周知と集金方法が悩みとしてあげられています。

しかし、口座への振込、郵便小為替、郵便切手で送ってもらう等工夫した取り組みが行われており、ぞくぞくと本部にカンパ金が送られて来つつあります。現在、もっと現職もがんばらないといけない、と、各支部の尻を叩いているところです。
　
中日新聞11月11日に意見広告掲載
憲法と教育基本法改悪に反対する愛知県民がアピール 
「憲法と教育基本法の改悪に反対する２００６あいち県民アピール」実行委員会は１１月１１日（土）、中日新聞に意見広告を掲載しました。全面広告として「競争と格差の拡大、憲法９条の改悪につながる教育基本法の改悪をとめよう！！」と、石坂啓さんのイラストをつかいながら訴えています。
この意見広告は、「憲法と教育基本法の改悪に反対する２００６あいち県民アピール」に賛同された愛知県民による一口１０００円の賛同金によって実現しました。個人賛同は３６３３名、団体賛同１９８団体（１１月１１日現在）になりましたが、引き続き、賛同者を募集しています。

· 事務局：憲法と教育基本法の理念を実現する愛知の会（愛知県高等学校教職員組合）

℡　052-261-8155
県国公のとりくみ
教育基本法の改悪を止めよう！
１１・６愛媛集会に県国公も参加
【愛媛県国公発】「教育基本法の改悪を止めよう！えひめ集会実行委員会」は、10・21愛媛集会に続き、11・6愛媛集会を開催し、県国公から10名、全体で約200名が参加しました。
集会では、全国の先頭に立ってたたかっている地元松山大学の大内助教授を講師に、教育格差を拡大し戦争する国に向かう改悪法の内容を学習。参加団体の決意表明、緊急アピール採択後、教育基本法特別委員会の委員に対する緊急要請ＦＡＸに取り組む等行動提起がありました。県国公では、委員長他２議員に対して要請ＦＡＸに取り組むと共に、街頭宣伝行動にも積極的に参加しています。

「前橋・大利根地区九条の会」に参加して
発足１周年記念集会に、全法務の仲間が参加
【群馬県・高崎地区国公発】１０月１日、前橋市大利根町公民館で上記集会が開催され、全国「宗教者九条の和」呼びかけ人代表　村中祐生住職が「『日本という国家』のありようを考える」と題して講演があり、約５０名の会員の参加により盛会に行われました。

内容は、国家と宗教の関わりという側面において、大東亜戦争など二度と同じ過ちを繰り返さないことの大切さを学びました。

憲法改悪を許さない民主団体や労働組合の運動も全国に広まっており、各職場・地域で結成された「九条の会」は、全国で５０００を超えています。

国公のなかでも、愛知や岐阜・静岡県などに地域の「九条の会」が結成されています。　このような集会の成功や、全国の「九条の会」の活動などによって、国民の中に「戦争反対」「自由を守れ 」という声が広がり、私たちもこのような行動に積極的に参加することが求められています。

これからも共にがんばりましょう。　　（全法務前橋支部高崎分会の組合員からの投稿）
· 参考　２００６年１０月４日（水）上毛新聞に「大利根地区九条の会」集会が掲載
（「高崎地区国公ニュース」第１号より転載）

今後の予定
■ 教育基本法改悪反対の行動
▼ 憲法・教育基本法改悪を許さない中央決起集会
◇と　き：１１月１７日（金）１８時３０分～　　◇ところ：東京都千代田区・永田町周辺　
◇主　催：「教育基本法改悪を許さない各界連絡会」など
■ 「９条の会」憲法セミナー　　　～アジアの平和を９条の心で～
◇ 日　時
11月25日（土）　　13：30～（13時開場）◇ 主 催「九条の会」
◇ 会 場　　　明治大学アカデミーホール
(JR・地下鉄丸の内線・御茶ノ水、地下鉄千代田線・新お茶の水)　
　◇ 講 師　　澤地久枝(作家)、辻井　喬(作家)、あいさつ　加藤　周一（評論家）
◇ 参加費　1000円　　　　要・事前申し込み
(下記の郵便振替口座に参加費を振り込み、当日は領収書を会場に持参し参加券し引き換え)

口座番号　00190-1-612500　　　　　口座名　九条の会憲法セミナー
※定員１２００名先着順　●九条の会・憲法セミナー係　℡　03-3221-5075
さまざまなとりくみ（署名行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください　　　以　上









